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第１１回原子力損害賠償制度専門部会議事録 

 

１．日 時  ２０１６年６月２１日（火）１０：００～１２：００ 

 

２．場 所  中央合同庁舎８号館１階 講堂 

 

３．出席者  原子力損害賠償制度専門部会構成員 

        濱田部会長、鎌田部会長代理、伊藤委員、遠藤委員、大塚委員、大橋委員、 

        加藤委員、木原委員、崎田委員、清水委員、住田委員、高橋委員、辰巳委員、 

        又吉委員、森田委員、山口委員、山本委員、四元委員 

       オブザーバー 

        市川氏、太田氏、小野田氏、上妻氏、馬場氏、若林氏 

       原子力委員会 

        中西委員 

       内閣府 

        山脇統括官、板倉審議官、川合参事官、大島参事官 

       文部科学省 

        岡村原子力課長 

       経済産業省資源エネルギー庁 

        浦上原子力政策課長 

 

４．議  題 

 １ 原子力損害賠償制度の見直しの方向性・論点の整理について 

 ２ その他 

 

５．配付資料 

 １１－１ 遠藤委員提出資料 

 １１－２ 大塚委員提出資料 

 １１－３ 原子力損害賠償制度の見直しの方向性・論点の整理〔２〕 

      （「被害者救済手続の在り方」関係） 
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（第１０回資料の再配付） 

 １０－１ 原子力損害賠償制度の見直しの方向性・論点の整理〔１〕 

      （「原子力損害賠償制度の基本的枠組み等」・「原子力損害賠償に係る制度の在 

      り方関係） 

 

（机上配付） 

 ・これまでの検討課題の整理（案）（第４回資料） 

 

６．審議事項 

（濱田部会長）おはようございます。それでは、時間になりましたので、第１１回原子力損害

賠償制度専門部会を開催いたします。 

  初めに、事務局から資料と定足数の確認をお願いいたします。 

（大島参事官）お手元の資料を御確認ください。 

  本日の配付資料でございますけれども、議事次第の次に、前回お配りいたしました資料１

０－１のほか、本日御用意させていただきました資料１１－１から１１－３までございま

す。 

  乱丁、落丁等ございましたら、事務局までお申しつけください。 

  また、第１０回の議事録を机上資料として配付しております。各委員に既に御確認いただ

き、原子力委員会のホームページで公開しております。 

  本日は１８名の専門委員の出席予定となっており、原子力委員会専門部会等運営規定第４

条に定める定足数を満たしていることを確認させていただきます。 

  以上でございます。 

（濱田部会長）ありがとうございます。資料等はよろしいでしょうか。 

  それでは、本日の議題の一つ目である原子力損害賠償制度の見直しの方向性・論点の整理

についてということで御議論をお願いします。 

  本日は、まず、前回会合では議論することはできなかった資料１０－１の７ページ、Ⅱ．

原子力損害賠償制度の在り方について項目ごとに議論をしたいと思います。 

  この資料については前回御説明し、前回会合から余り時間も経っておりませんので、事務

局からの説明は省略させていただきます。 
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  また、本日の議論に関連して、遠藤委員及び大塚委員から資料の提出がございましたので、

先に両委員から御説明をいただいた後に議論に入りたいと思います。 

  それでは、早速で恐縮ですが、まず、遠藤委員、大塚委員の順でお願いいたします。 

  では、遠藤委員。 

（遠藤委員）ありがとうございます。今日はこうして意見書を提出させていただき、また意見

を述べさせていただきますことを、御礼申し上げたいと思います。 

  今日は講義日に当たりまして、話をさせていただきました後、途中で退出をさせていただ

くことになりますことを御了承いただけましたらと存じます。 

  では、資料１１－１に当たります「原子力損害賠償制度の見直しの方向性に関する意見」

に沿って、御説明に入りたいと思います。 

  私は、住田委員が立法事実の変化としておっしゃっておられたことと同様なのですけれど

も、なぜ原子力損害賠償制度の見直しを行わなくてはならないのかという前提について、

まずは福島の第一原子力発電所事故という過酷事故を経験したということ、もう一つは、

電気事業法の改正によって事業者間の競争政策が推進されていること、大きくこの二つと

考えております。 

  ここで改めるべき損害賠償制度というのは、原賠法＋支援機構法の２段組の構え、具体的

に言いますと、発災事業者の無限責任と政府による間接資金援助という仕組みの見直しで

ございます。 

  見直しの前提としましては、原賠法１条の被害者の保護、これは端的に言ってしまえば、

これまでにもこの専門部会で確認されてきた完全賠償ということです。それともう一つは、

原子力事業の健全な発達、これは電源構成における、現在の２０～２２％程度の原子力発

電比率を維持するということと考えております。 

  立法事実の変化に関連し、現状の制度・運用の問題点として二つほど挙げさせていただき

ます。一つは、賠償資金の実質負担は裁量によって分配されていること、それともう一つ

は、事業運営の予見可能性が低いということでございます。 

  １点目からなのですが、発災事業者のみが無限に賠償を貫徹するという原賠法の仕組みと

齟齬を来たしているということでございます。 

  福島事故における支援機構法に基づく政府の資金援助は、交付国債償還資金借入れを伴う

ものですから利払いが生じている。これは一般会計の歳出となるわけですけれども。それ

とすべての原子力事業者が負担している一般負担金、これは電力料金、厳密に言えば、自
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由化された競争範囲における料金ということになりますが、これを通じて多大な国民の負

担となっているということです。 

  一般負担金の徴収によって、他の原子力事業者、発災事業者以外の原子力事業者は、実質

的に東京電力が無限に行うべき賠償の約半分を負担しておりまして、競争環境下にそぐわ

ないということでございます。 

  また、解散価値を超える過酷事故の賠償額を、金融市場からの調達も不可能になった発災

者が無限に負担するということは困難であるということです。実際、福島第一事故におい

ては、除染及び中間貯蔵施設費用は支援機構保有株の売却と電源開発促進税から支弁され

ることになっていますが、これは実質負担においては、発災事業者から国へ責任の所在が、

すでに移行しているということが言えるということでございます。 

  これは、支援機構法の５１条と６８条を根拠にしている措置でございますが、つまりは実

質的に国から発災事業者への渡し切りの資金が生じているということでございます。 

  さらに、無限責任＋政府間接支援の現行の枠組みにおいて、東京電力の破綻処理が回避さ

れたために、ステークホルダーの中の、特に株主、金融債権者などが実質負担を回避され

たということになりました。 

  発災事業者の賠償実質負担は、こうやって時の政府の裁量により上下するため、政府に対

する依存度を暗黙的に高めてしまい、むしろ、モラルハザードを引き起こしかねないとい

う問題点があろうかと思います。 

  電気事業法の改正が行われたことによりまして、この４月より発電事業者は経済産業省に

届け出を行うことのみで休止・廃止が可能となります。またもう一つ言えば、規制を前提

とした業務改善命令、これは事業資金の安定確保を義務付けるなどの命令なのですが、そ

れが課されなくなることによって、無限責任との整合性が保証されていないということが

言えると思います。 

  先ほど申し上げました低い予見可能性につきましては、１つ目の実質負担につきましては、

時の政権運営によって左右されるため、事業者にとって事故リスク評価が困難であるとい

うこと、それによりまして競争環境下における事業の予見可能性が低いということ。 

  上記の理由から、金融機関や投資家などにおいては、事業者への投融資における予見可能

性が低いということです。 

  上記の二つの理由から、適切な安全対策投資やリプレース投資判断の難易度が上がり、国

内における原子力発電比率の維持が困難になるというふうな状況、エネルギー安全保障上、
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危機的な状況に陥りかねないと思っております。 

  では、ここからが私の見直しの試案でございますが、私は、事業者の責任限度額の設定を

すべきだと思っております。それの超える部分は国の実質負担とすべきであるという提言

をさせていただきたいと思います。 

  まず、福島第一事故に類する過酷事故が起こりうることを想定して、事業者において５兆

円規模の責任限度額を設け、それを超える賠償額は、電源開発促進税を財源に政府の実質

負担とするということでございます。 

  この電源開発促進税を財源にというふうに申しておりますのは、電源開発促進税も電力利

用量によって託送料として電力利用者から徴収されるわけですけれども、現状の監督官庁

の認可で決まるということではなく、電源開発促進税を引き上げようとする場合は、電源

開発促進税法の改正が必要になります。つまり、国民に広く重い負担を強い続けることか

ら、やはり国会の審議を経るという、透明性の高い手続を踏んでの引上げが手段としては

適当であろうとに考えます。 

  責任限度額の範囲までは、事業者は一律に賠償の支払を行い、現行の支援機構法に基づき

政府の資金援助、これは一時的に融通を受けることも可能とするということです。 

  ただし、この資金援助分の返済に充てる原資は、現在は一般負担金と特別負担金になって

いますが、これは実質負担的には、発災事業者に賦課する部分、つまりそれは利益処分分

とか回収をする部分と、非発災者から調達する部分、これは託送料金とか電促税などから

の回収ということも含まれると思いますが、それぞれに割り当てるルールをあらかじめ定

めていて、政府が後になって裁量で大きく調整をすることができないように配慮すること

が必要であろうかと考えております。 

  賠償措置額については２，０００億円程度に引き上げる一方で、エネルギー対策特別会計

に事業者が、将来事故の賠償のために積み立てる共済基金を創設すべきだと考えます。 

  賠償措置額における政府補償枠について、いわゆる事業者は掛け捨ての保険料を払いなが

ら、政府補償枠を広くとるという考え方もあるかと思うのですが、やはり過酷事故が起こ

る確率を考えますと、これは保険制度によって担保されるべきものというよりも、むしろ

共済的な資金の枠組みで蓄積をしていく、掛け捨てではない積立て型の資金であるべきで

あろうと考えております。 

  また、原子力事業の過失責任については、危険責任の考え方があるために、重過失とか軽

過失という過失の程度によって区分するということはそぐわないと考えます。ですので、
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明らかに事業者による過失がある際の賠償については、山本委員からも御質問を受けたり、

御意見を頂いたりしてまいりましたが、その点を考慮すると、補償契約制度の仕組みとし

て、政府補償契約と、民間補償契約があり、この契約においては、自然災害による事故と、

人為的事故の区分がなされており、これに類する区分ということはできようかと思ってお

ります。 

  自然災害が起因で責任限度額を超える賠償が必要な場合は、政府が負担する、つまり政府

によって直接支払をする、または事業者の支払の原資を補助するという形。 

  人為的事由による事故の場合は、事業者が内部留保の活用や利益処分等によって賠償原資

を捻出して、超過分を支払うという制度。困難な場合は、発災事業者の破綻処理を行った

上で、必要によって国が補塡をするという制度、これによって制度を分けることも、一つ

の試案と考えております。 

  破綻処理を踏まえた制度設計の点では、何度も申し上げておりますように、これは自由化

の環境下では必要かと存じますので、銀行の預金保険機構に類するような賠償債務とか、

またはこれは発送電の事業も引き受ける、そういう機能を整備する必要があろうかと思い

ます。 

  もう一つ、公的除染と復興政策というものが、今の賠償の実施においてはごちゃ混ぜにな

ってしまっているという問題があろうかと思います。 

  道路など公共空間の除染や事業再開支援などは復興と位置づけて、賠償と切り離し政府が

財源を確保し、資金の使途は立地地域の、事故の起きた地域の自治体に委ねることが考え

られようかと思います。 

  また、これも繰り返し申しておりますが、今、復興と賠償、公と私の負担の分配の在り方

については、これまでの取扱いの問題を検証するために、事故における賠償の支払能力が

また各社にあるか否かなども評価することができることから、第三者組織が東京電力の賠

償の実態を精査するような賠償・復興調査委員会の創設が必要であろうと考えております。 

  以上になりますが、発災事業者の責任限度額と国の実質負担の事前の制度設計が必要であ

る。その理由というのは、予見可能性をあらかじめ持っておくことということと、あとは、

やはり事故を通じて原子力事業が公共性の色合いを深めていかなければ、実質的には今後、

原子力発電を維持することが困難になるという理由からこのような意見を述べさせていた

だきました。 

  以上でございます。 
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（濱田部会長）ありがとうございました。 

  それでは、引き続いて、大塚委員からお願いします。 

（大塚委員）渋滞に巻き込まれてしまい遅れてしまって申し訳ありません。 

  前回提出させていただいた意見に修正はしていないのですけれども、少し追加をさせてい

ただいたという次第でございまして、資料１１－２を御覧いただければ幸いでございます。

ごく簡単に申し上げます。 

  今の遠藤委員とはちょっと観点が違いますが、アンダーラインを引いたところが追加した

部分でございます。 

  （１）にありますように、原子力事業者の賠償に対する予見可能性の問題と、安全性に対

する投資等がバッティングするということになりますので、私の意見は後者の方を重視し

ているということでございます。 

  （１）にございますように、無限責任で無過失責任ということを考えていますけれども、

安全に対する投資の問題と、故意・過失がある場合に有限責任とすることはできませんの

で、その場合の賠償を迅速に行うことを考えると、無限責任を維持することが適当である

という考え方でございます。 

  （２）について、過失の場合の国家賠償の話は、当然、維持されると考えていますが、

（４）のところでアンダーラインを引いておりますけれども、基本的に、一定規模以上の

事故の場合には、国が立替払いをすべきだと考えていますけれども、その理由の一つとし

て、原子力政策を今まで国が推進してこられたということが挙げられると思います。基本

的には全額求償ということを考えています。 

賠償の原資をどうするのだということを、この間、森田委員から御意見いただきました。

この点は考えていたのですけれども、ここまで書くのは時期尚早かなと思っておりました。

今回は書かせていただきましたけれども、賠償の原資を一部でも確保するために、時期を見

てですけれども、現在の機構法を、原子力事業者の遡及的な保険料による相互扶助システム

に転換する。プライス・アンダーソン法が一つの参考になると思います。 

  プライス・アンダーソン法は有限責任というふうに言われていますが、必ずしも有限責任

ではないということがあちこちで指摘されています。つまり、賠償が一定以上の額に達し

たときに国家がどうするかについて計画を立てるときに、新しくまた産業界とか原子力事

業者にお金を請求するようなことを想定していますので、完全な有限責任というわけでは

ないですけれども、プライス・アンダーソン法は賠償の原資の確保のために役に立つ、参
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考になるものと考えています。 

  破綻についても、前に申し上げたとおりですけれども、もし法的整理を認めるのであれば、

事故の収束作業とか廃炉作業、被害者に対する賠償（ないし国への債務返済）、晩発性障

害、除染、安全投資減退の防止、こういうことに対して対応できるような形での再生の仕

組みを検討する必要があると考えております。 

  もう一枚の方は、今私が申し上げたことを図にすると、こういうことになるということで

ございます。 

  以上でございます。ありがとうございました。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  今、両委員から説明をいただいたことも含めて、資料１０－１の議論を進めてまいりたい

と思います。 

  いつものように、少し項目分けをしながら議論をいただければと思いますが、まず、７ペ

ージの１．無過失責任、責任集中についてでございます。 

  ここにありますように、原子力事業者の無過失責任、責任集中については、我が国が締結

しているＣＳＣを踏まえて、これは原子力損害の補完的補償条約ですが、これを踏まえて

現行どおりとすべきではないかというふうに整理をしていただいております。この点につ

いて、御質問、御意見があればお願いいたします。 

  どうぞ、いつものように札をお立ていただければと思います。 

  はい、お願いします。 

（高橋委員）遠藤委員に非常に興味深い御提案を頂きました。過失責任を排除されていないと

いう新しい御提案を頂いたのですが、その点につき、御質問させていただきたいと思いま

す。 

  基本的に民法の不法行為法の適用を排除しない趣旨を明文で書くことになると思うのです

が、過去の事故ではほとんど事業者に過失があったと思います。そういう場合に、この制

度の下では、例えば政府の負担はないというふうにお考えなのでしょうか。要するに、限

度額を超えた場合に、なおかつ過失があると認められる場合については、もう政府は出て

いかないということをお考えなのかどうかということと、仮に出ていかない場合に、無過

失よりも過失責任の方が事業者の悪質性はむしろ高いので、迅速な救済という観点から何

らかの制度を考えていく必要はないのかどうかということを、お聞きしたいと思います。

つまり、過失責任の規定と、有限とされたときの限度額を超えた場合との調整をどういう
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ふうに考えられておられるのかということを１点お聞きしたいということです。 

  それから、リスク計算の話が少しあったのですが、現在、民間の保険ではリスク計算がな

かなかできないということで、限度額を引き上げるのは困難であるという話があって、こ

の場合の合理的なリスク計算というのはどういう趣旨でお考えか、ということをお聞きし

たいと思います。 

  特に、最近、確率論的安全評価が強調されていますが、私は、あれは、例えば地震・津波

事象が余り問題にならないアメリカとかヨーロッパで議論されていることで、日本のよう

に共通要因故障について十分な確率論的な安全評価ができない状態において、一体リスク

評価というのは合理的に成り立つのかどうかということについては大きな疑問を持ってい

ます。このような状況の下では、無過失責任の下でリスク評価が困難であるということが

無限責任をやめる理由にはならないとを考えておりまして、その辺についても御教授いた

だきたいと思います。 

  以上です。 

（濱田部会長）それでは、遠藤委員、よろしいでしょうか。 

（遠藤委員）ありがとうございます。 

  自然災害と人的な災害の事故の場合を分ける試案におきまして、ある種の責任の限度額を

設けるというのは、いわゆる自然災害のところでございますので、原賠法＋機構法の枠組

みが、従来の過失事故の人為的な事故の場合には適用されると考えております。その場合

は、現状と同じように、いわゆる間接資金援助、支援機構法の枠組みの維持というふうに

考えておりますし、先ほど申し上げました機構法の５１条と６８条において、国がある程

度の実質負担をするという手段が残っているということにおいては、それはあろうかとい

う思っております。ですが、むしろ大変に憂慮すべきは、自然災害が起きた際に安全対策

を施しても防ぎかねる大きな事故というふうに考えておりまして、こちらについては高い

責任限度額を設けた上で、それを超えるところは、いわゆる電促税というような財源の負

担のありようがあるのではないかと考えております。 

  もう一つ、リスクのことでございますが、確かに、例えば、原子力の事故のリスクをどの

ように算定するのかというのは、原子力のコストの評価委員会の中でもかなり議論が難航

したところでございます。こういったある種ＣＡＴリスク、破局的な事故のリスクという

ものが保険によって担保されるべきなのか、それともそれ以外の手法なのか、ということ

については、アメリカなどの研究もあるかと存じておりますが、こちらについては、保険
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の仕組みの中で、このＣＡＴリスクを完全にカバーするこというのは難しかろうというよ

うな立場をとっておりますので、保険ではなく共済的な積立ての資金の方がそぐうのでは

ないかと考えております。ですので、措置額はある程度引き上げるのでけれども、その政

府補償分を大きく引き上げるというような措置で保険的にカバーするのではなく、自分た

ちの事故のために共済金として積み立てていくということが、むしろ保険よりもそぐうの

ではないかという御提案をさせていただい次第でございます。 

  以上です。 

（高橋委員）いろいろ議論もあると思いますが、一応質問にお答えいただいてありがとうござ

いました。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  ほかにいかがでしょうか。よろしいですか。 

  続いて、８から１４ページになりますが、２．責任の範囲、損害賠償措置、原賠・廃炉機

構についてということで御議論をいただきたいと思います。 

  この原子力事業者の責任の範囲及び損害賠償措置等については、これまでの各委員からの

御意見をもとにして、責任の範囲と損害賠償措置をどのように組み合わせ新たなスキーム

をつくるべきかという観点で論点を整理いただいております。また、原賠・廃炉機構につ

いては、電力自由化等の観点からの意見もまとめていただきました。 

  どちらの問題も、今後更に議論を深めていく必要がありますので、ここは論点整理という

ことでございますので、今後の議論を深めるために追加しておくべき御意見、御質問があ

ればお願いできればと思います。 

  加藤委員、お願いします。 

（加藤委員）ありがとうございます。 

  既に御議論させていただいたことではあるのですけれども、有限責任とした場合に、安全

性向上に対する投資が減少するという御指摘が、先ほど大塚委員からもお話があったわけ

ですけれども、原子力事業につきましては、国の基準や関係自治体との協議など重層的な

プロセスがありますことから、こうした懸念は当たらないという意見もあることも踏まえ

て御議論いただくことが必要ではないかと思います。 

  それから、原子力事業者の責任範囲を有限にしたことで、被害者の財産権が侵害されると

いうことがあってはなりません。そうした事態が起こらないよう、１０ページの「③原子

力事業者の責任限度額を超える損害が生じた場合の対応について」というところに書いて



－11－ 

ありますとおり、国による補償を行うために必要になる体制、手続、財源等の制度設計に

ついて検討していくことが重要であると考えています。 

  以上でございます。 

（濱田部会長）ありがとうございます。論点としてはこのような形でよろしいかということで

すね。 

（加藤委員）はい。 

（濱田部会長）ほかにいかがでしょうか。 

  又吉委員、お願いします。 

（又吉委員）ありがとうございます。 

  まず１点目、①原子力事業者の責任制限について。ここで書かれている事業の予見性の意

味合いや定義の確認ということでコメントさせていただければと思います。 

  ここでは、民間事業者が自ら管理できる範囲を超える賠償の負担を負わないという意味で

の事業予見性を確保することが必要というふうに明記されていますが、事業予見性の確保

が意味するところというのは、ある意味、有限責任と関連づけて考えるのであれば、責任

制限を設けることは事業リスクを図る一つの重要な手段として、予見可能性の観点からプ

ラスであるということを意味しておりますので、書き方というか流れが少し違和感を感じ

るというのが１点目です。 

  次、ページ９の②責任限度額と損害賠償措置額との関係ですが、従前から繰り返させてい

ただいておりますが、責任限度額と損害賠償措置額との関係の議論に当たり、原賠法に基

づく保険制度、機構法に基づく相互扶助制度、原賠法１６条に基づく国の措置、それぞれ

の負担分担のリバランスを図るアプローチについて言及していただいております。 

  実際の検討の際には、福島原発事故の事例では賠償措置額が１，２００億円、相互扶助額

が６兆円超、将来の事故の備えとして設立された相互扶助スキームが現実的には機能し得

ないほどアンバランスな状態にある現実を留意する必要がある点を留意いただくことを追

記いただければというふうに考えております。 

  加えまして、責任限度額を設けた場合の税負担に関するリスクが指摘されていますが、無

限責任であっても、事業者が自ら負担し切れない部分は、実質的に電気料金となって国民

負担となるとすれば、国民負担が増大する点にも明記が必要ではないかというふうに考え

ております。 

  以上になります。 
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（濱田部会長）ありがとうございました。 

  大塚委員。 

（大塚委員）先ほどの国の基準とか自治体とかの対応で、安全投資の観点で十分かどうかとい

う点でございますが、規制も、今回の事故で分かったところがございますけれども、完全

なものは残念ながらなかなか難しいということがございますので、安全に対する投資は、

損害賠償の点からも考えておいた方がいいと思っております。ただ、原子力事業者の予見

可能性等の観点については、どちらを重視するかという問題があると思いますので、そこ

は考え方が分かれると思います。 

  それから、さっきの遠藤委員の、高橋委員の質問の答えとの関係で追加してお伺いしたい

のですけど、遠藤委員、すみません。先ほどの高橋委員のお伺いは、過失がある場合に、

国が出ていかないのかということもお聞きになったのですけれども、ここに書いておられ

ることで、人為的な事由による場合と、自然災害起因の場合を完全に分けておられますが、

実は両方が重なる場合もあると思われますので、そういう場合にどういうふうにお考えに

なるのかなというのが、ほかの破綻のこととかも聞きたいのですけれども、そちらは後に

回すとして、その点について教えていただけますか。 

（遠藤委員）ありがとうございます。 

  現状の原賠制度を整理した図にもありますように、原子力補償契約法における政府補償契

約と民間補償契約の考え方として人為的事故と自然災害による事故というものが挙げられ

ています。その表現も非常にあいまいなもので、３条ただし書のところに類するような、

非常にぼやんとした表現になっているということは、問題としてはあると思います。ただ、

重過失とか軽過失とかと分けられないということから、一つの試案としては、この人為的

事故と自然災害による事故という区分をベースにして考えるという制度設計というものも

可能ではないかというある種の一つの御提案でございます。 

  以上でございます。 

（大塚委員）そうすると、補償契約との関係の問題以外の賠償自体に関しては、過失がある場

合とない場合とではどういう関係になるのでしょうか。 

（遠藤委員）過失がある場合とない場合というのを分けるかどうかということですか。 

（大塚委員）過失がある場合も有限責任ですが、５兆円というのは、今回の福島事故との関係

ではちょっと足りないと思いますけれども。 

（遠藤委員）５兆円という額というのは、もちろんこれも一つの試案でございます。今の賠償
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の実態を見てみると、賠償合意額というのは、今年１月ぐらいで大体５兆４，８００億円

です。ですので、その程度が恐らく大体の責任限度額として設定すべき規模であろうかと

いう、これももちろんいろいろな設計の仕方があって、３兆円にしたいとか、７兆円にし

たいとか、それはあるかと思いますが、福島第一事故を鑑みれば、５兆円ぐらいがふさわ

しいと思った次第です。 

（大塚委員）過失のある場合に、有限責任でいいですかという質問です。 

（遠藤委員）ですので、人為的事故の場合と自然災害によって分けるわけでありまして、そこ

の中で過失がある、ないということというのは、補償契約法の段階では分かれていないと

いうことでございます。 

（大塚委員）原子力損害賠償の方を聞いているのだけど、契約の方ではなくて。 

（遠藤委員）ですので、人為的事故の場合は、全て現状どおりの制度ということも可能だろう

ということでございます。 

（大塚委員）自然災害起因であっても過失がある場合もあると思うので、そういう場合はどう

しますか。 

（遠藤委員）つまり、原因競合の問題ですか。 

（大塚委員）もちろん原因競合にもなると思いますが。 

（遠藤委員）原因競合の問題は、この試案においても、3条ただし書きにおいてもあるとは思

うのですが、明らかな過失がある場合を考慮すれば、自然災害と人為的災害ということで

分けられるだろうという一つの試案でございますので、例えば、その中で非常に過失が、

ここは危険責任ということとの兼ね合いで非常に難しい問題ではあると思うのですが、こ

の人為的事故と自然災害というように分ける考え方があるわけですから、ここに制度設計

を合わせていくということもひとつの選択肢だろうということでございます。 

（大塚委員）分けられているのは、無限責任を前提として分けられているので、新しい有限責

任をおっしゃるときには、自然災害起因で、かつ過失がある場合をどうするかということ

をお答えいただければと思いますが。 

（遠藤委員）ですので、自然災害起因の場合は、責任限度額を設けるという制度設計になると

思います。 

（大塚委員）ちょっと答えになっていないと思いますが、いいです。 

（濱田部会長）今の論点は、まだまだこれからも議論いただきたいと思いますが、今の段階で

は論点整理ということで、どういう観点から今後議論をしていくべきかということでござ
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いますので、取りあえずはそういう議論があるということだけとどめていただければと思

います。 

  今のに関連して。 

（高橋委員）いえ。 

（濱田部会長）それでは、まず山口委員からお願いします。その後、高橋委員。 

（山口委員）どうもありがとうございます。今までの議論と少し関係するところで意見を申し

上げたいと思います。 

  まず、責任制限に関連する問題として、国は、特に規制の行政は社会通念上、不当なリス

クがないということを求める強力な権限を持っていますし、それによって発電所の運転を

止めるというような権限も持っているわけです。それは、不当なリスクはないということ

を突き詰めて考えると、これはHow safe is safe enough ?という問題に突き当たって、これ

は原子力に限らない、もっと大きな問題になってくるわけですけれども、少なくともその

ような形で原子力発電所を運転するに当たって求めるべきリスク水準とか、そういうもの

を要求するような権限があるということがまず１点認識するべきだと思います。 

  その上で、原子力発電の規模を一定の規模に維持をするという今のエネルギー政策を実現

するためには、その事業の予見可能性というのは、これはやはり欠くべからざる要件であ

るというふうに思います。 

  そういうふうに考えますと、予見性を満足する上で賠償をどのように適正に行うかという

ことなわけですが、こうして規制のプロセスを経て運転している発電所の、いわゆるリス

クというものは極めて頻度が低いという高い安全の水準にあるということで、それからも

う一つは、予防的な防護措置、それから緊急防護措置を行うというエリアがまた防災によ

って定められておりますので、そういう意味で、そのような防災の準備をする、あるいは

今の安全防護を備えた原子力発電所の被害の範囲というものを限定するような仕組みもで

きているということが重要であると思います。 

  そういうふうに考えますと、責任制限を定めるための根拠というものは、リスク評価とい

うものだけではなく、それに加えまして規制、それから防災の仕組み、そういうものを合

わせて定めていくことは可能な現状にあるのではないかというふうに考えます。 

  それからもう一点、安全への投資がどうなるかということでは、この意見の中でも、それ

は別の枠組みということがありましたが、それはそのとおりでして、いわゆる安全への投

資に対するインセンティブが維持できるような、そういう仕組みというものが事業者の安
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全向上あるいは様々な保険料率等の見直し、安全の水準によって見直していく。それから、

事業者の安全の性能を評価して、それに応じて対応を変えていくというような仕組みがま

た新たに準備されるということでございますので、こういう点を踏まえますと、その予見

可能性と適切な賠償というものを踏まえた責任制限について一つ議論するだけの環境条件

は整っていると考えます。 

  以上でございます。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  では、高橋委員。 

（高橋委員）論点として行政規制との関係が出ましたので、発言します。私は最近また原子力

安全規制に関与するようになったのですが、最近は、原子力規制委員会も、国の安全規制

責任と事業者の自己責任という両輪で原子力安全は保たれるのだ、このような観点を強調

するようになっています。つまり、事業者に自己責任を果たしていただいて、それを国が

チェックするという体制に持っていくことが重要だという方向で、規制制度を組むように

なってきています。 

  そういう意味で、事業者の自己責任がきちんと果たされる環境を整備していくのかという

こと、要するに、無限責任から有限責任になった場合の影響を、どういうふうに考えるの

かということは重要な問題だと私は思っています。そういう意味で、私は、大塚委員のよ

うな形で、事業者の自己責任を外からきちんと担保する上では、現在の制度を維持するの

が必要だろう、と思っています。 

  予見可能性の問題でございますが、先ほど私申し上げましたように、リスク評価といって

も、保険も限度額をなかなか受けられないような現状で、原子力のリスク評価というのは

極めて難しいという状況にあると思います。 

  したがって、ここにいう予見可能性というのは、きちんと法令を守って事業者が自己責任

を持っていれば、あとは要するに、自然災害等の場合には免責される、これを心がけると

いうのが今日の事業者の自己責任の在り方だろうと私は思っています。従いまして、予見

可能性ということを根拠として有限責任にかえるという理屈は私は成り立たないと思って

います。 

  以上です。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  ほかには。崎田委員。 
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（崎田委員）ありがとうございます。 

  これまで私が発言してきた意見と同じような意見を申し上げることにはなるのですけれど

も、今回の資料８ページにある四角の中の有限責任の項目の、原子力事業者の責任体制に

ついてというところの文章を拝見したときに、テーマが責任制限ですので、原子力事業者

さんにとっての予見可能性ということだけが中心的に書いてあります。ただし、これまで

いろいろ発言させていただいてきましたけれども、電気事業法の改正で原子力事業者さん

にとって競争環境が非常に強くなってきている。ただし、国が原子力を一定程度活用する

という判断の中で、やはり過酷事故が起こり得るということを考えれば、最終的に国が責

任を持つというような体制を組むということが、国民にとっての安心につながるのではな

いかと思ってきました。それが、この制度の有限責任なのではないかと思ってきました。

ただし、私にとって、法律の分野の専門ではありませんので難しいところではあるのです

けれども、議論の一端としては、そういうような意見があるということも、この有限責任

に対する意見の一つとしてこの中に入れておいていただいてもよろしいのではないかなと

思います。 

  ただし、もちろん被災された方にとって無限責任というか、きちんと救済をしていただく

というのは当然のところですので、まず発災事業者さんの責任限度額というのはしっかり

と高額にしていただくというところが大事だと思っております。ですから、今、この文章

の最後に、相当高額の責任限度額を設ける必要があるとの指摘に留意する必要があると書

いてありますけれども、ここはもっと明確に、相当高額の責任限度額を設ける必要がある

と、そういうふうに言い切っていただいてよろしいのではないかと思っております。 

  今まで１，２００億円という数字で、今回の過酷事故のことを考えれば余りにも低いとい

うことを考えて、どのくらいの額にしたらいいのかということの具体的な議論というのが

これまでほとんどなかったわけですけれども、そういうような規模感というのも議論して

もよろしいのではないかと思っておりました。 

  今回の遠藤委員の資料の中に、５兆円という数字がありました。今も、いろいろな御意見

もありましたけれども、やはりこのくらいの規模ということを考えた上での有限責任とい

う、やはりそういう新しい考え方というのもきちんとあってよろしいのではないかと思っ

ております。 

  なお、私はそういう発言を申しておりますが、無限責任に位置づけられている多様な意見

の①番のような意見と私も非常に似ております。ですから、どうしてこの意見が無限責任
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の項目の中に入っているのかという気持ちもあります。もう少し全体的に自由に制度に関

して意見を言わせていただければ有り難いと思って発言させていただきました。よろしく

お願いいたします。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  今の御指摘も、これから議論を詰めていくときに幅広に考えていけるように、少し記述の

仕方というのは考えたいと思います。 

  ほかに。遠藤委員、お願いします。 

（遠藤委員）では、私の方からも質問を１点、資料を出していただきました大塚委員にさせて

いただきたいのですが、無限責任制を維持することによりまして、発災事業者が、無限責

任として賠償を行うための原資、つまり実質負担については、大塚委員はどのようにお考

えであられますでしょうか。 

（大塚委員）図に書いたようなことですけれども、民間保険と政府補償契約のところがまず一

番下にあって、その上に相互扶助システムで、プライス・アンダーソン法を参考にして、

原子力事業者の遡及的保険料システムで、これがどのぐらいになるかというのが問題があ

りますけれども、アメリカでは１兆数千億円ですが、そのぐらいのところまで行くかと思

います。あとは発災原子力事業者の責任で対応していただくということになりますが、前

に申し上げているように、一定規模以上の事故の場合は、国の立替払いが被害者に対する

迅速な救済という面で必要だと思っていますので、国が立替払いをした後で、これらの方

に求償していくという、そういうことを考えています。 

  発災原子力事業者は、一つの例としては、水俣病のチッソのようなことが考えられると思

っていますけれども、無限責任を負っていただくという趣旨でございます。 

（遠藤委員）そうすると、この発災原子力事業者の無限責任というふうに書いておられるとこ

ろが、今の機構法のスキームを使うということでよろしいのでしょうか。 

（大塚委員）いや、相互扶助システムは…… 

（遠藤委員）違います、その上です。 

（大塚委員）いや、これは全部合わせてですし、機構法に当たるのは、むしろ相互扶助システ

ムのところが入っていますので、それから国の立替払いというのも入ってきますので、こ

の辺が全部機構法と関係するところです。 

（遠藤委員）そうしますと、いったん国が立替えをしても、それに返済をしていくということ

に当たるわけですから、賠償額について先ほど５兆円では足りないだろうというふうに大
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塚委員はおっしゃっておられたのですが、例えば、これが６兆円や７兆円に膨らむ部分の

を、水俣方式、つまり、原子力事業者だけでこの上の部分のほとんどを返していく、もっ

と言えば特別負担金だけで返していくというイメージでよろしいのでしょうか。 

（大塚委員）いえ、相互扶助システムがありますので、一般負担金ではないですけど、それぞ

れのところで各事業者の方で積み立てていただいていて、事故が起きたら出していただく

という遡及的な保険料システムですが、こちらの方も含めてです。民間保険や政府補償契

約も含めて全部で対応するという趣旨です。 

（遠藤委員）相互扶助システムのところは、先ほど１兆円というふうに。 

（大塚委員）例えばですけど。 

（遠藤委員）例えばということでいらっしゃったのですが、相互扶助を超えて膨らむ可能性が

ある部分については、どのようにお考えでいらっしゃいますか。 

（大塚委員）そこは、だから、発災原子力事業者の無限責任という趣旨ですけども。 

（遠藤委員）申し訳ありません。ということは、ずっと発災原子力事業者のみがチッソ方式で

返していくという。 

（大塚委員）この辺の部分については全額求償が基本だということです。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  是非これから議論を詰めていくときに、今のような形で議論を交わしていただけると大変

有り難く思います。 

  ほかに論点整理の観点でいかがでしょうか。 

  住田委員。 

（住田委員）今までの議論をいろいろお聞きして、今まで論点はかなり出尽くしていると思い

ますので、多分パブコメでまた広く国民の方々のいろいろな各分野の方からの御意見を聞

くという意味で、今回の議論も非常に有益だったと思います。 

  ただ、私自身は、今のお話をお聞きして、今日、遠藤委員が書いていらしたことと違う趣

旨で申し上げたいのですが、実質負担の裁量による分配を今しているということで、これ

が今の現状だろうと思っています。そうしますと、今回も原賠・廃炉機構につきまして、

次回もこの正当性、特に自由競争環境下においてそぐわないと今遠藤委員がおっしゃった

ような形でいきますと、一回事故が起きたときに、今回、福島の事故が起きたとき、緊急

措置としていたしておりますが、その実態、財務諸表を読みましたら、とにかく使い尽く

してしまっていて、相互扶助システムと言いながらも、国はその一部お金を戻していただ
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いて、最後ゼロになっているわけです。会計検査院が本格的に理念とかそういう形で検査

に入ったときに、これは私はもたないというふうに思っています。ただ、今これをどう動

かしていいか分からない、国民的議論の中でどうするかということを考えるために、ここ

はあえて触っていないと思うのですけれども、ですから今回のお話も、これからの損害賠

償システムを考えるのですけれども、それは当然、今のある福島の事故の損害賠償システ

ムとして、これが良かったかということについても考えざるを得ないということになって

おります。 

  ただ、今日、山口委員がおっしゃったことは非常に示唆的でして、日本の原子力に関して

いえば、防災そして減災、それから安全規制に関してはかなりリスクが低くなっている。

やはりそこはきちっと評価すべきであろうと思っています。 

  そうしますと、戻りますけど、実質的負担の政策的な裁量による分配という形にいってい

ますけど、裁量によるまず吸い上げをやっているところが、果たしてこのリスクに見合っ

た形できちっとした形で共済なのか保険なのか分かりませんけど、そういうようなシステ

ムを機能するのかということについては非常に疑問に思っております。ですから、私は法

律を考えるときに、今、責任限度額、予見可能性という問題が出ておりますけど、実は金

額の目安であれば、予見可能性という言葉を使ってもよろしいのですけれども、やはり事

故によって全く大きさ、規模、金額、それから長期化するかどうかについても違っており

ますので、それが起きてから考えるとしたらば、それで十分足りることではないかと思い

まして、今から事故に備えて積立てなのか、共済なのか、保険なのか、限度額が分かりま

せんのでやっていくということに対しては、現段階でやることについては余り意味はない

のではないかなと思っております。それよりも、国がしっかりと事業者と共に責任をとる

という姿勢を示すことが、今一番大事なのではないかなと思っています。そのための法律

的な枠組みというのを幾つか御提案しているわけでございまして、その詳細はまた、今日

蒸し返しになるのは余り好みませんので、また次回にまで文章についても少しまとめて出

させていただきたいと思っております。 

  以上です。 

（濱田部会長）遠藤委員、お願いします。 

（遠藤委員）今の点で、すみません、１点だけ。積立てについては、実際に今もう行っている

という立て付けでございまして、一般負担金は福島第一という過去の事故に遡って将来の

事故のために積み立てるという仕組みでございますので、理屈としてはございますので、
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積立ての機能というものは支援機構法の中では担保されているということになろうかと思

います。 

（住田委員）その積立てについては申し訳ございません、これについてもまた次回申し上げま

す。ここでやりとりすると時間がかかると思うので。 

（濱田部会長）ほかに。 

  では、小野田専務理事。 

（小野田オブザーバー）ありがとうございます。オブザーバーの立場ではありますが、事業者

として一言申し上げたいと思います。 

  今いろいろ御議論いただいております、有限責任にした場合、安全投資が減少するという

課題が事故防止の観点から指摘されているという８ページの第２パラグラフの内容につい

て、事業者の立場で申し上げたいと思います。 

  法律的な見方はともかくといたしまして、事業者としては、立地地域の皆様からの御理解

をいただかなければ、原子力発電を行うことはできないと考えておりまして、そのために

は、原子力事故を起こさないという強い決意のもとで徹底した安全対策を講じてきており

ます。特に、福島事故後には、先ほど御議論もありましたけれども、新たに制定されまし

た国の新規制基準を遵守することは当然でございますけれども、それよりも更に事業者が

自主的に安全性の向上を図って、安全対策に万全を期しております。これは事業者自らが、

自主的に基準以上の安全対策をやっているということです。また再稼働についても、自治

体の合意を得て進めておりますので、そういう意味では何重ものチェックがなされている

仕組みが出来上がっていると考えております。 

  このような議論は、今までもこの部会でなされておりますので、こうした内容につきまし

ても、論点の中で両論併記していただけると、事業者としてはとても有り難いと思ってお

ります。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  この２の部分ですね、８から１４ページの部分。ほかに論点整理としていかがでしょうか。 

  大塚委員。 

（大塚委員）ありがとうございます。 

  現在、電気事業者、原子力事業者の方が一生懸命やっておられることは、私も信じて疑っ

ておりませんし、現在の規制委員会は比較的うまく機能している方だと思っていますが、

今回の原子力損害賠償法の改正は今すぐの問題ではなくて、これが２０年後、３０年後に



－21－ 

どういう影響をいろいろな人に及ぼすかということを考えて改正しなくてはいけないと考

えています。それがもたらす人間の行動に対する影響ということを考えながら、改正をす

るのであればしないといけないということがございますので、今の時点では私も全然そう

いう問題は感じていないのですけれども、その将来への影響を考えなければいけないので

はないかと思います。 

  以上です。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  ほかにはよろしいですか。 

  それでは、さらに論点整理を詰めていく作業を続けたいと思いますが、続いて、１５ペー

ジからになります。これは、原子力事業者の法的整理の問題です。 

  原子力事業者の法的整理につきましては、ここにありますように、法制定時や東電福島原

発事故の経緯、さらに、今後進められる電力改革等を踏まえて論点を整理いただいており

ます。更にどういう点を検討すべきかということで、ここの枠内を作っておりますが、こ

の点について御質問、御意見があればお願いいたします。 

  山本委員、お願いします。 

（山本委員）この枠内に書かれてあること自体にはそれほど異論はないのですけれども、この

専門部会の議論の対立の軸として、私自身は、ここに書かれてある法的手続を必要的なも

のにするかどうかというような議論、ステークホルダーの責任をとるためにそういうもの

にするかどうかという議論と共に、法的整理をそもそも可能とすべきかどうかという議論

の対立軸というのも何かあったような気がしております。 

  本日の大塚委員の提出されたペーパーでも、しばしばその法的整理を認めることとか、法

的整理を認めるという言葉が出てきています。ですから、これは選択肢としては、法的整

理を認めないという選択肢を想定されているのではないかという気がしますし、このペー

パーの関連意見のところでも②番目で、法的整理がされる可能性が出てくると資金調達等

に支障が出るという、「法的整理がされる可能性」という言葉が出てくるわけですが、現

行法は、当然のことながら、株式会社が原子力事業者ですので、法的整理がされる、ある

ということは当然の前提になっているのだろうと思うのですが、このような意見というの

は、あるいは法的整理を禁止すべきであるという、事故を起こした事業者に対しては法的

整理を認めないという制度的可能性に論及されているのではないかという気がしています。 

  確かに選択肢としては、私は民間事業者に対してそのような例は知りませんけれども、地
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方公共団体等は一般に倒産能力は認められないとされていますし、一部公法人についても、

そのような議論が存在します。そのような取扱いを、事故を起こした原子力事業者につい

ても適用すべきだという、それは法律に規定しないと無理でしょうけど、そういう立場が

あるいはあり得るのかというふうに思います。私自身はそれに賛成しているわけではあり

ませんが、そういう議論があるいはあるのかもしれない。 

  パブリックコメントで意見を聞くのだとすれば、あるいはそういう選択肢についても聞く

ということは考えられるかもしれないというふうに思います。 

  他方で、そういう考え方をとらないのであれば、それは、事故を起こした原子力事業者が

倒産手続に入る可能性を前提にするということになりまして、そうなった場合に、それは

適切かどうかはともかく、そういう可能性があるということを前提として、それをどのよ

うに全体として処理するかという課題が、この専門部会における課題なのかどうかという

ことは、このペーパーで書かれているように、一つの問題です。全体としての事故の収束

作業に対する影響とか、あるいは廃炉作業への影響、あるいは安全投資に対する影響とい

うのは、電力事業全体の課題として検討されるべきであると、ここに書かれてあるペーパ

ーはそう書いていて、それは私もそのとおりだと思うわけですけれども。ただ、その事業

者が法的手続に入った場合に、被害者に対して適切な賠償が、その場合であってもなお行

えるような制度になっているかどうかというのは、私はこの専門部会が責任を持って考え

るべき問題ではないかという印象を持っております。現在の損害賠償スキームというのは、

基本的には、電力事業者が被害者に対して弁済をするという仕組みをとっておりまして、

電力事業者が法的手続に入れば、当然、弁済は全て禁止されますので、そのスキームでは

うまく被害者に対する賠償ができなくなるおそれがあります。それは当然のことですけれ

ども、その場合にそれをどうするのか、国の仮払い等で対応するのか、あるいはそれとは

別のような何らかの枠組みを考えるのかというのは、やはりきちんと考えなければいけな

いことであって、私自身が前にシミュレーションが必要ではないかというふうに申し上げ

た趣旨はそういうことでありまして、それはやはり損害賠償の観点から考えるべき課題で

はないかというふうに思っております。 

  以上です。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  今の点は事務局、何かありますか。先に。 

（高橋委員）いや、事務局からお答えいただいて、その答えが必要なかったら。 
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（大島参事官）ありがとうございます。 

  ここに元々書かせていただいた趣旨というのは、今、山本先生言われたように、法的整理

のそもそも可否のところの観点というところまでは、必ずしも事務局としては思い至って

いない部分でございますので、今頂いた御意見を踏まえて、今後どういう形で、法的整理

そのものもそうではありますけれども、賠償という観点から正にこの場は御議論いただく

という場でございますので、そういう観点で制度的な工夫というものをどういう形ででき

得るのかというのは、原賠のみならず、ほかのいろいろな形で賠償とかそういうものが行

われている実態もありますので、少し整理をさせていただいて御議論できるような資料を

出させていただければというふうに思ってございます。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  高橋委員。 

（高橋委員）私の印象ですが、貴重な問題提起を頂いたと思います。この問題、当時議論とな

った際に、いろいろな方の意見を聞いたのですが、１６条と１７条の仕組みのもとで、本

当に法的整理に入れるのか。つまり、今、山本委員がおっしゃったように、法的整理に入

ったら賠償は止まるというスキームの中で、かつ援助という仕組みしかない中で、一体本

当に法的整理が現実的というか、原賠法の枠組みで可能かどうかという論点があったのだ

ろうと私は思っています。 

  そういう意味で、援助という仕組みと、国の１７条の措置という二つの選択肢しかない原

賠法の制度でいいのか、そこのところをきちっと今回考えていただくのが一つの責務だっ

たのかなと思ってきました。よって、禁ずるという趣旨で考えていたのか。そうではなく

て、１６条、１７条のそういう仕組みをよりにフレキシブルなものにするのがいいのか悪

いのかというところの論点だったように私は受け取っておりまして、その辺、事務局でも

う一回整理していただければ有り難いなと思っています。 

（濱田部会長）山本委員。 

（山本委員）１点だけあれですが、今、高橋委員がおっしゃったことは、原子力損害賠償法の

立法時の議論は、恐らくそういうことで、実際上はもう法手続には入らないだろう。しか

し、それはやはり地域独占があるということを前提にしていた議論なのではないかという

ふうに思います。原子力損害賠償の負担によっては債務超過にはならないというのはあの

当時もそういうことなわけですけれども、それ以外の様々な要素、ほかの影響で結局収益

が減退した場合に、実質的に債務超過におそれがないのか、支払不能のおそれがないのか
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という事態を完全に担保できるような仕組みは、少なくとも現在においては私はそういう

形にはなっていないだろうというふうに認識をしております。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  ほかにいかがでしょうか。どうぞ、住田委員。 

（住田委員）お時間があるようなので、破綻につきまして一言。 

  このたび、再処理に関する認可法人がつくられることになりました。これは電力会社の破

綻を前提にしております。このような認可法人をつくるのが良いかどうか、個人的な思いは

ともかくとして、これが法律で通りましたから、今や、禁止うんぬんではなくて、電力シス

テム改革の中で破綻することもあり得るということです。破綻する原因は、このような事故

だけではなく、自由競争の中、経営上の問題でも起こり得るということになったわけです。

ですから、破綻の後、被害者の救済のためにどういう手続がふさわしいか、ということは、

原賠法の場合は特に通常の事故とは違った対応が必要ですので、福島の事故を前例としなが

ら、制度として組み立てるということがこの審議会での仕事ではないかと思っています。被

害者救済の制度をつくること、その手続を整備することが、ひいては、国民の皆様に安心し

ていただけることにつながると思っております。 

  それから、もう１点。責任限度額について、事故の規模によってはさまざまで、そういう

意味では見積り不可ですし、もう一つは、電力会社は今回は東電でしたから何とか形として

ついているわけですけれども、電力会社の財政規模も様々でございますから、一律の金額を

決めるということに関して、将来の事故に対する備えてして、はたして合理的かつ柔軟に対

応ができるかということについて、個人的に疑問を持っております。 

  以上です。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  ほかにいかがでしょうか。 

  大塚委員。 

（大塚委員）再処理認可法人をつくったことに関しては、破綻を前提にしているということを

伺っていますが、その際に、原子力損害賠償のことまで考えているとはなかなか思えない

ません。再処理認可法人ができたことが、この原子力損害賠償に関して、破綻の問題に直

接影響を与えるとは私は考えていません。それによって何か決まったという感じには受け

取っておりませんが、住田委員に御意見があったら教えていただければ有り難いです。 

（住田委員）多分、これは私より事務局や、また資源エネルギー庁が今回の法案の担当でござ
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いますので、それについてお答えいただければ。私も記事と、それからホームページで読

んだところで理解している程度でございます。 

（濱田部会長）では、お願いします。 

（浦上原子力政策課長）住田委員から御指摘いただきました再処理拠出金化法を、先の国会で

成立させていただきまして、その施行準備をしております。御指摘のとおり、その必要性

を説明するに当たって、原子力事業者が一般的に破綻をする可能性というのは、電力シス

テム改革の競争環境下においてあり得るという説明はさせていただきました。ただ、そこ

で語られておりましたのは、基本的に一般論でありまして、破綻という事象も、どういう

経路を通って、どういう形でそれが起こるのかということによって政策的な対応は変わっ

てくると思っております。もちろん制度的・法的にどのような枠組みを作って、どう整理

をするかということは、「法律論」としてございますけれども、それ以前の「政策論」と

して、例えば、事故に起因する形で事業者が破綻するような可能性、これをどこまで考え

るのか。これはまさに賠償の話と直結する話でございますけれども、単に賠償のみならず、

事故を起こすということが過酷事故を伴うということであれば、当然、その事故炉の廃炉

といった様々な作業、あるいは汚染水対策といった、福島第一原発で起こっているような

様々な作業を当然伴ってくるものでございまして、それが果たして、事故を起こした発災

事業者という存在が全くなくなってしまう状況の下で円滑に進められるのかどうか。これ

は破綻一般論ということとは、また別のことだと思っております。したがいまして、その

過酷事故を伴う事象によって発災事業者の破綻が生じる場合を前提にするのか、あるいは、

一般的な破綻を前提にするのか、その前提によって分けて議論をした方がいいのではない

かというふうに考えております。 

  以上です。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  山本委員お願いします。 

（山本委員）一点だけ、揚げ足を取るようで恐縮なのですけれども、破綻することは、イコー

ル当該電力事業者が全くなくなることではありません。それは、現在の再建型の倒産法制

度を前提とすれば、会社更生、民事再生という可能性があります。ＪＡＬは会社更生にな

りましたが、飛行機は飛び続けています。 

  もちろん、原子力事業とそれ以外の事業というのは、違うところがあるということは私も

承知をしておりますけれども、法的倒産手続イコールその事業者が完全に消滅するという、
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破産になってしまうということを前提にしてこの問題を議論するということは、相当では

ないという点は申し上げておきたいと思います。 

（濱田部会長）ありがとうございます。大分仕組みに対する理解が深まったと思いますが、ほ

かに。 

  大塚委員お願いします。 

（大塚委員）山本委員がおっしゃるとおりなので、事故の収束とか、廃炉とか、被害者に対す

る賠償とか、晩発性障害とか、除染とか、安全投資とか、そういうことを考えて、再生手

続をもし作っていただくのであれば、それはそれで一つの方向かなというふうに私も考え

ております。恐れ入ります。 

（濱田部会長）ほかにいかがでしょうか。よろしいですか。 

  貴重な御意見を出していただいておりますが、こうした理解を踏まえて、更に今後の議論

を詰めていただければと思います。 

  続いて、１６ページの、４の免責規定、原賠法第１７条の部分でございます。 

  免責規定については、原子力事業者の免責というものを維持した上で、その適用に関する

課題に関する意見を整理いただいております。 

  また、免責の場合における国の措置に関する課題についても整理をいたしております。こ

の点について御質問、御意見があれば頂戴できればと思いますが。 

（高橋委員）よろしいでしょうか。 

（濱田部会長）どうぞ。 

（高橋委員）１７条につきましては、現行法のコンメンタールを見ますと、通常の災害対策に

ついての確認規定だというふうに説明されております。そして、私は、これでは誠に不十

分であると思っています。 

  原子力を安定的なエネルギーとして、国の政策に位置づけている中で、免責が起こるよう

な事態についても、大きな損害が国民に発生した場合について、通常の災害対策と同じ形

で措置をするというのでは、国の責任としては極めて不十分だろうと思っていますので、

そこは１６条と１７条の役割分担、もうちょっと柔軟に、国が前に出てくる仕組みを考え

るというのは、今回の非常に重要な検討課題だと思っています。 

  以上です。 

（濱田部会長）ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

  今御指摘の点も含めて、今後の検討を深めたいと思っております。 
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  どうぞ、大塚委員お願いします。 

（大塚委員）これでいいのですけれども、関連意見のところで、「国が救済することについて」

と書いてあるのは、救助ではなくて救済というところに大きな意味があると思います。こ

の点は、ここにいらっしゃる方は皆さんお分かりになっていると思いますけれども、これ

が、例えばパブリックコメントに出たときには何を言っているかよく分からないと思いま

すので、救助ではなくて救済だという趣旨をもう少し詳しく書いていただけると有り難い

と思います。恐れ入ります。 

（濱田部会長）御指摘ありがとうございます。 

（大島参事官）パブリックコメントの件が何度か出ておりますけれども、パブリックコメント

は、通常でありますと、この部会で最終的な報告書という形でしっかりとまとめさせてい

ただいた上で、パブリックコメント、通常１月程度でありますけれども、かけさせていた

だいて、意見処理をさせていただくということですので、この資料そのもので行うわけで

はございませんので、念のため申し添えさせていただきます。 

（大塚委員）すぐにパブリックコメントをするのでなくても、国民に対して知らせるというこ

とも必要なので、もう少し詳しく、分かりやすく書いていただけると有り難いです。 

（濱田部会長）辰巳委員お願いします。 

（辰巳委員）その関連なのですけれども、今日までこういう資料をお出しいただいておりまし

て、こういう中で、この報告書というのが、多分資料の中から作られていくのだと思うの

ですけれども、それについてなのですけれども、先ほどの有限、無限の責任の範囲の話な

のですけれども、この資料では有限が前になっていて、無限が後ろになっているのです。

この順番というのも、やっぱり読むときに、今の状態というのは無限からスタートしてい

るから、何か前後が逆になった方がいいのではないかと。もしも報告書としてまとめられ

るのならば、この順番ではなくて、書くべきではないかなと、私はちょっと思ったのです

けれども。 

  以上です。それだけです。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  全体の書きぶり、最終的な報告書の書きぶりというのは、また構成、場合によっては変わ

ってくるかもしれませんし、その際に御指摘の点についても検討したいと思います。 

  ほかにいかがでしょうか。 

  ありがとうございます。 
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  それでは、ひと当たりこの資料１０－１については御議論いただきましたが、これは繰り

返しですが、飽くまで論点整理をしたということで、これで仕事が終わりではなくて、こ

れからじっくりと詰めていく作業が始まるということでございます。よろしくお願いいた

します。 

  それでは、次に資料１１－３になりますが、Ⅲで被害者救済手続の在り方について御議論

を頂ければと思います。 

  こちらも、また項目ごとに議論を頂ければと思っておりますが、まず、全体を事務局の方

から説明をお願いします。 

（大島参事官）ありがとうございます。資料１１－３でございます。原子力損害賠償制度の見

直しの方向性・論点の整理（２）「被害者救済手続の在り方」の関係でございます。 

  なるべく御議論の時間をとりたいと思っておりますので、５分程度で、ちょっと駆け足に

なるかと思いますけれども、説明をさせていただきます。 

  まず、被害者救済手続の在り方、１．迅速かつ適切な被害者救済手続に求められる機能・

役割についてでございます。 

  前回、課題の中でも説明させていただきましたけれども、原子力損害賠償という特殊性と

いうものをしっかりと整理をさせていただいた上で、迅速、適切な被害者救済手続という

ものが求められていると思ってございます。 

  このため、今の実施体制というものも含めて、いろいろ御議論いただければという趣旨で

まとめさせていただきました。 

  １枚おめくりいただきまして、指針の策定及び紛争解決手続についてでございます。 

  まず、前段の方で手続論について、あと後半の方で、組織体制についてという形で、課題

のときとは構成を少し変えさせていただいております。 

  まず、（１）指針の策定についてでございます。 

  指針につきましては、そこの１、２行目に書いてございますとおり、原賠法第１８条に基

づいて、法律的な意味では、「紛争の当事者による自主的な解決に資する一般的な指針」

とされているところでございます。これは、紛争当事者による自主的な解決を促進すると

いうことを目的として、個別具体的な事情に応じて、適切に対応をしていただけるという

ものだと思ってございます。 

  今回の東電福島原発事故では、指針の位置づけについて、中間指針及び同第四次追補の中

で位置づけを記載させていただいているところでございます。 
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  今後の事故というものを考えた場合には、当然のことながら、事故の態様というものが

様々で、柔軟な対応というものが求められる面があるかと思ってございます。このため、

指針の位置づけについては、今現在の原賠法第１８条の規定については現行どおりとし、

個別の事故において策定される指針の中で、損害項目やその範囲を明示することとしては

どうかと整理させていただきました。 

  それから、最後のパラグラフでございますけれども、実際のこれまでの事故の経験を踏ま

えますと、指針というものを策定させていただいた上で賠償手続が開始されるということ

でございましたので、今後の事故についても、このようなパターンで手続というものが進

められていくのではないかと思ってございます。 

  そのため、いかに指針を速やかに策定をするのか。また原子力事業者にとっても、この指

針を踏まえて手続をしっかり開始していただくということが必要であろうかと思ってござ

います。 

  １枚おめくりいただきまして、紛争解決手続についてでございます。 

  こちらについては、前回御議論いただいたことを踏まえまして、和解の仲介とそれ以外の

手続というのを分けさせていただきました。 

  まず、和解の仲介でございますけれども、第１８条で審査会業務として位置づけられてお

ります。１９９９年の臨界事故、それから今回の福島事故の対応については、説明をさせ

ていただいたとおりでございます。また、これに関連をいたしまして、和解仲介手続の時

効中断に関する特別立法というものが行われたというところでございます。 

  原賠ＡＤＲセンターについては、現在に至るまで非常に高い割合で和解が合意をしている

というところでございますので、この経験もしっかりと生かした上で、また時効中断とい

う規定については、福島の事故のためだけの規定になってございますので、これについて

は、今後の事故でも対応できるようにということを踏まえまして、法令等の必要な規定の

整備というものを検討してはどうかとまとめさせていただきました。 

  また、原子力事業者の和解の仲介の尊重については、今現在は原賠・廃炉機構法に基づい

て策定をされております緊急特別事業計画で位置づけられております。これについて、Ａ

ＤＲという性格も踏まえた上で、どのような尊重という手続をとるべきかというものにつ

いては、引き続き御検討いただきたいというふうに思ってございます。 

  １枚おめくりいただきまして、他の紛争解決手続についてでございます。 

  和解仲介以外の手続については、他の業態のＡＤＲについては、多様な紛争解決手続を整
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備することによって、紛争当事者にとって選択肢を与えているという形になってございま

す。 

  この点につきましては、この部会においても、実効性を高める観点から、更なる導入とい

うものへの意見、一方で、拘束力のある手続を定めることによる弊害というものの意見も

寄せられているところでございます。 

  したがいまして、現行の和解の仲介に加えて、他の紛争解決手続を整備するか否かという

ことにつきましては、原子力損害賠償という紛争解決ニーズに即した形で、実効的な解決

を図る観点から、引き続き検討させていただければというふうに思ってございます。 

  ５ページ目でございます。相談・情報提供についてでございます。 

  これも、前回御説明させていただきましたけれども、今現在、原賠・廃炉機構の方で非常

に有意義にやっていただいてございます。次の事故に備えるという意味では、相談・情報

提供業務そのものの必要性というものは、皆様から非常に肯定的な御意見を頂いているか

と思っておりますので、具体的な対応体制というものについて検討させていただければと

いうふうに思ってございます。 

  続きまして６ページ目、紛争審査会、それから原賠ＡＤＲセンターの組織、運営等に関す

るものでございます。 

  これについては、指針の策定に関する部分と、紛争解決手続に関する部分、二つに分けさ

せていただきました。二つ目と三つ目のパラグラフでございます。 

  指針の策定に関しましては、今現在、審査会というものは中立性、専門性というものも考

慮いたしまして、必要な手続を政令で定めまして、速やかに審査会を設置するようにとい

うことになってございます。 

  指針の策定という業務を考えた場合には、今現在の審査会という手続で十分ではないかと

思いまして、審査会が指針の策定を行うこととしてはどうかという形でまとめさせていた

だきました。 

  なお、運営に関しましては、第２回、第３回のオブザーバー等からのヒアリングにおきま

しても、いろいろ御意見を頂いておりますので、運営に関わる意見ということで、まとめ

させていただいてございます。 

  それから、和解の仲介を含みます紛争解決手続の実施主体についてでございます。この実

施主体というものにつきましては、原子力損害賠償の特殊性というものを考えた場合に、

独立性でありますとか専門性、さらには被害者にとっての費用負担の軽減といった問題が
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ございますので、今現在と同様に、行政型ＡＤＲが適切ではないかという形でまとめさせ

ていただきました。 

  なお、組織立てにつきましては、今までいろいろ御意見を頂いておりますので、それらも

踏まえまして、引き続き検討させていただきたいというふうに思ってございます。 

  続きまして７ページ目、その他でございます。 

  その他につきましては、まず最初のパラグラフにつきましては、関係団体さん、若しくは

関係省庁等でのいろいろな実績というものがございますので、それらを、次の事故に備え

るという形で整理をさせていただきたいと思ってございます。 

  また、原子力損害賠償請求に係る集団訴訟に関しての検討というものについても御意見を

頂いておりますので、まとめさせていただきました。 

  １枚おめくりいただきまして８ページ目、仮払い。国に行う場合には、国から仮払いとい

う形になっておりませんので、「立替払い」という形で用語を整理させていただいてござ

います。 

  まず（１）番目、原子力事業者による仮払いについては、今回の事故においても、多少時

間を要したところはあるかとは思いますけれども、仮払いそのものについては、被害者の

迅速な救済に大きな役割を果たしてきたというふうに考えております。 

  賠償につきましては、まず第一には、本賠償というものが迅速に行われるための準備とい

うものをしっかりとすることが基本になるかと思っております。 

  しかしながら、避難指示等が発せられるような場合には、被害者さんが非常に困難を伴う

というものがございますので、原子力事業者が仮払いに対応できるように、必要な手続等

の整備を考える必要があるのではないかというふうに思ってございます。 

  さらに、（２）番、国による立替払いについてでございます。 

  今申しましたとおり、原子力事業者による本賠償、さらには仮払いというものが、何らか

の事情で迅速に行えないというというような、やむを得ない状況というものがあるかと思

います。このような緊急的なものに対する措置として、国が原子力事業者に代わって立替

払いを行うという、その必要性については、非常に多くの意見を頂いていたかと思ってご

ざいます。 

  しっかり柔軟な対応が求められていると思ってございますので、原子力事業者への求償な

どの必要最低限の要件を法律に定めることとして、具体的な手続等については政令等で定

めることとさせていただいてはどうかと思ってございます。 
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  「また」以降については、国が実際に行う場合の課題というものを、我々なりに整理をさ

せていただきました。 

  最後、９ページ目、消滅時効についてでございます。 

  消滅時効については、原則としては民法７２４条が適用されることになると思ってござい

ますけれども、今回の東電福島原発事故では、前回御説明させていただいたとおり、長期

避難という非常に特殊な事情もございまして、損害賠償請求権の行使に困難が伴っている

という趣旨から、特別法が定められているところでございます。 

  原子力損害につきましては、その特殊性がある一方で、時効の制度の趣旨等もございます

ので、他の分野における損害賠償請求権の消滅時効等の取扱い等も踏まえまして、引き続

き検討させていただければというふうに思ってございます。 

  説明は以上でございます。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  それでは、この資料１１－３、被害者救済手続の在り方ということで議論をさせていただ

ければと思います。全体が大きく四つの項目となっておりますので、各項目ごとに御議論

を頂ければと思いますが、まず、１ページ目の１．迅速かつ適切な被害者救済手続に求め

られる機能・役割ということでございます。先ほど御説明いただきましたように、原子力

損害賠償の特殊性を踏まえて、迅速かつ適切な被害者救済を図るというための機能・役割

について整理を頂いております。 

  この点について御質問、御意見を頂戴できればと思いますが、いかがでしょうか。 

  それでは、馬場参事お願いします。 

（馬場オブザーバー）オブザーバーの立場で恐縮ですが、この被害者救済手続のあり方こそ、

私の考え方を述べさせていただきたいところなので申し上げますが、今の現状から、被災

した農業者の立場から言いますと、まだまだ賠償は、終わっているわけでは決してないわ

けで、今も、請求が続いています。 

  また、２９年１月以降の農業者の賠償の基準そのものが決まっていない。これは農業者だ

けではないと思いますけれども、帰宅困難区域の不作付の農家とか、あるいは米や牛肉な

んかも以前は福島の米や牛肉は全国平均並みかそれ以上の単価だったのですけれども、い

まだに価格は戻っておらず全国平均との格差があって、風評被害が続いているという状況

であります。 

  そんな中で、２９年１月以降の具体的な賠償基準が決まっていないということで、不安は



－33－ 

いっぱいであります。この際やめようという農家も出てきていて、それをどう賠償するの

かということも含めて明確になっていないということで、不安がいっぱいです。そうした

中で、例えば紛争審査会も、もう５年たっているわけですけれども、今後どうされるのか

ということについては、改めて後で事務局にでも教えていただきたいと思います。資料１

１－３の２ページにも書いてありますけれども、私はこの前も言いましたけれども、紛争

を前提とした紛争審査会という言葉自体がおかしいのではないかと実は思っています。紛

争審査会の指針が紛争当事者間の自主的な解決に資するとされてますが、迅速かつ適切な

賠償とは、当事者間での紛争を前提にしないこと、言わば救済ということではないのかと

思います。 

  そこで、これまで本専門部会で何度も言っていますけれども、この部会で検証すべきは、

責任の所在とか分担とかいろいろあろうかと思いますけれども、１ページの１パラグラフ

の最後のところに書いてあります「迅速かつ適切な被害者の救済手続」、この１点だけが

検証すべき重要な点だと思います。 

  この３行目にあります「因果関係の立証責任に係る被害者の負担軽減」、これさえあれば

紛争ではなくて、基本的に救済というか、そういう形になるはずだと思っています。つま

り紛争審査会、言葉はともかく、審査会で指針、損害の範囲を示した上で、被災者が立証

するエビデンスが個々にはないということも前提に、被災者あるいはその代理・代表であ

る農協、漁協、あるいは商工会議所等が被災者の代表として、国や県がはいって事業者と

具体的な請求基準、請求の金額を算定できる基準というのを定めておくことです。要は国

とか地方公共団体が意思を示さない限り、我われが求める請求基準について東電は了解し

ませんでした。そういう面では、事前に具体的な請求・賠償基準を決めていれば、それに

もとづき具体的に請求して、国が立替払いなり、本払いに近い金額で迅速に立て替えられ

るというか、迅速かつ適正に救済できると思いますし、その上で後から事業者へ求償する

としたら迅速性が確保されると思います。 

  そうすると、ＡＤＲは大方必要なくて、請求基準について例えば被災者がこの請求基準で

は納得できないとか、もっと自分は単価が高かったとか、そういうことがあれば個々にＡ

ＤＲへ行く。あるいは指針の範囲に入っていないという場合には、ＡＤＲに持っていくと

いうことはあるかと思いますが、それではまた少し時間がかかると思うので、迅速かつ適

切にということになれば、請求の具体的な基準をある程度定めて、類型化とかモデルとか、

この資料にも書いてありますけれども、例えば、福島の場合だと、不作付であれば、その
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地域の例えば米の１０アール当たりの所得額はいくらだということを国と県と検討して算

出して、それで納得を頂いて、農家からの請求を了解いただいて請求する、こういうよう

なことで迅速性は担保できると考えています。 

  ただ、国が賠償当事者として前面に出てくるということになった場合には、あるいは、国

が賠償責任を持つということの場合には、迅速性という点が一部劣るのではないかという

心配もあります。 

  経験上ですけれども、機構法ができて、国からの資金が東電に入ったときには、東電は、

今度は国に賠償の基準だとかエビデンスとかを含めて、改めてまた説明しないといけない

というようなことが生じて、結局賠償が一時滞ったという経験がございます。国としては、

事故を起こさないことはもちろんのことでありますけれども、万が一の場合、まず被災者

の迅速かつ適切な救済ということに大きな役割を果たすということを明確にしていただけ

ればと思います。 

  以上です。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  この被害者救済手続の在り方を議論する際に、御指摘の迅速かつ適切な被害者救済手続と

いうのは根幹になる部分であろうかと思っております。 

  ほかに御意見はいかがでしょうか。 

  それでは、続いて、２～７ページになりますが、２．指針の策定及び紛争解決手続につい

て御議論を頂ければと思います。 

  これも先ほど御説明いただきましたように、指針の策定については、東電福島原発事故で

の対応を踏まえて、個別の事故に応じて柔軟に対応できるよう、現行の手続を維持するこ

ととしてはどうかというふうな整理をしております。 

  また、紛争解決手続については、東電福島原発事故での実績などを見据えて、その経験を

生かした上で、時効中断効の一般化等、必要な規定を整備する方向で検討するということ

を記述しております。 

  また、和解の仲介以外の紛争解決手続についての課題というものを整理し、また、指針の

策定、和解の仲介を行う紛争審査会及び原賠ＡＤＲセンターの組織、運営等に係る課題、

こういったものについて整理をしているところでございます。 

  これらの点について御質問、御意見を頂戴できればと思います。 

（高橋委員）前回申し上げたことと関連いたします。審査会の指針とＡＤＲの和解手続の関係
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について、私は、同じく民法の相当因果関係の範囲について前提にしている、同じように

前提にはしていると思います。しかしながら、審査会の指針は、多数者に共通するような、

多数者にかかわる事象についての立証責任の軽減という観点から定められていて、ＡＤＲ

については、これを前提としつつ、迅速かつ円滑な紛争解決の観点から、積極的な和解案

を提示するという、役割分担があると考えています。そこが、きちんと明確にされていな

いと、とかく、やはり同じ行政のもとにある審査会とＡＤＲの関係について誤解が生じる

可能性があると懸念しています。 

  そういう意味では、３ページのところの８行目ですが、「指針で示されていないものを含

め、個別具体的な事情を検討し」というふうにありますが、そこに、「迅速かつ円滑な紛

争解決の見地から」という文言を挿入し、違いがより明確になるように表現する修正を、

御検討いただけないかと考えています。そこの点は、是非よろしくお願いしたいと考えて

おります。 

  以上です。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  ほかにお気づきの点などを頂ければと思いますが。 

  失礼しました、大塚委員。大塚委員が見えにくくて、どうも申し訳ありません。 

（大塚委員）余りこの点について発言していないので、少しだけ申し上げますが、山本委員が

おっしゃられるように、紛争審査会の方が準立法的、ＡＤＲの方が準司法的な役割を果た

すということになっていると思いますけれども、これは別に法律に書くような話ではない

と思いますけれども、現在既に行われていますが、ＡＤＲの委員を紛争審査会に今１名入

っていただいていますけれども、こういうことは、是非両者の円滑な関係のために、今後

とも必要なのではないかと考えております。 

  それから、審査会とＡＤＲの意見交換のようなことも是非していく必要があると思います

が、これも運用の問題になるのだろうと、考えているところでございます。 

  ですから、現在紛争審査会とＡＤＲのセンターの関係は、私は基本的に割とうまくいって

いるのではないかという印象をもっていますけれども、今後も改善すべきところは改善し

て、発展していく必要があるというふうに思います。 

  以上でございます。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  ほかに。山本委員。 
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（山本委員）ここに書かれていることに、大枠に異論はそれほどないのですけれども、１点だ

け、４ページの、②の他の紛争解決手続のところで、これも枠内の結論、「紛争解決ニー

ズに即して実効的な解決を図る観点から引き続き検討」するということには全く異論はな

いのですけれども、その上に書かれている、この意見の対立軸というか、どの点が対立し

ているかというところで、その「他方」で書かれてある意見というのが、私は十分に理解

できていないところがあります。 

  ここでの、他の紛争解決手続の設定というのは、当然和解仲介手続にプラスアルファで、

現在の和解仲介手続は基本的にそのまま残して、それプラスこの拘束力がある手続という

のでしょうか、仲裁等の手続を付加するという提案についての議論だと思うのですが、な

ぜその手続を付加すると原子力事業者がＡＤＲの活用を躊躇し、被害者の早期救済の妨げ

となるかという、そこのロジックというか、なぜそういう因果関係が発生するのかという

のが、十分私は理解できないので、これはどなたにお願いするのが適当なのか分かりませ

んが、もう少しこの意見をクラリファイしていただければ、議論の整理としてはっきりす

るのではないかというふうに思います。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  これは、これまでの議論の中で、こうした形の御意見があったかなということで整理をし

たものかと思いますが、事務局の方から、これは何かありますか。 

（大島参事官）先生が言われるような、クリアにお答えできるかどうか自信がないところもあ

るのですけれども、いろいろ御意見を頂いた中で、今、和解の仲介というものがそもそも

非常に高い合意がなされている中で、ほかの手続というものを定めることによって、直接

的なのか、間接的なのかというのはあるかと思いますけれども、非常に拘束力が高い手続

が後ろに待っていることによって、和解の仲介に悪い影響があるのではないかという形で

の御懸念で言われていたのかと思っております。 

  また、関連意見の方の三つ目に書かせていただきましたけれども、これもどこまで具体的

なところを考えるかというところは、これからの御議論かと思っておりますけれども、迅

速性とか簡易性というものが損なわれるのではないかという御意見もあったかと思ってい

ます。 

  ただ、ここのところは、まずそもそもの前提として、他の紛争解決手続、どのようなもの

を入れるべきなのかというところを、もう少し具体的に示させていただいた上で、それの

是非というものを考えていただかなければ、具体的な議論になりにくいのかなという感想
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も持っているところでございます。 

  以上でございます。 

（山本委員）今の事務局の最後の点は全くそのとおりで、具体的なものを念頭に議論しないと

生産的にはならないだろうということだろうと思います。 

  ただ、１点だけ申し上げたいのは、先ほども御紹介がありました、ほかの行政型ＡＤＲ等

でも、仲裁等、あるいは裁定といったような、拘束力がある程度ある制度を導入している

ところがあります。公害等調整委員会とか、いろいろあるわけですけれども、そういった

ところで、余りそういう制度が入っていることによって、その和解仲介、あるいは調停と

いったような手続に弊害が生じているといったような議論は、余り私自身は聞いたことが

ないので、抽象的な御懸念としては、分からないではないですけれども、本当にそうなの

かなというのは、個人的には思います。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  ほかには。清水委員。 

（清水委員）私は、この部分は、多分仲介と並んで仲裁という手続が並列的な選択肢とされる

ことによって、そちらを選択すべきではないかという、何らかの意味で心理的なプレッシ

ャーがある、そういうことがあるからという趣旨でなのかなというふうに理解しておりま

したが、ちょっと違うのか、よく分かりませんけれども。 

（山本委員）今の清水委員の御指摘は、私は分かります。そういう批判はあり得る。つまり、

ある程度その仲裁合意が半強制的なものになって、ここにあるように、裁判を受ける権利

を侵害するのではないかとかという議論を対立軸として、反対意見として挙げる分には、

私もそれは、理解はできるところです。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  この点は、今後議論の際に、今のようなお話があったことに留意をしながら議論を交わし

ていただいて、そしてあえてこう書く必要はないということであれば、もうこの最終報告

からは落とせばいいかというふうに思います。 

  ほかにいかがでしょうか。 

（崎田委員）資料だと７ページの、その他というところの最初の４行のところについて一言コ

メントをさせていただきたいと思います。 

  内容的には、このままでよろしいのかと思いますけれども、これに関して発言させていた

だいた下の方のコメントは、今後パブコメには出ていかないお話でしたので一言コメント
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させていただきます。先ほど、馬場オブザーバーからお話がありましたけれども、今回の、

迅速な賠償を進めるに当たって、関連の業界団体などで迅速に、関係の書類の整備とか、

いろいろ状況整備で対応していただいたところは、非常に積極的に動いていただいたとい

うような御報告がありました。 

  ただし、事故の内容によってケースバイケースで、どういう対応が今後必要かというのを、

明確に制度の中に規定するのは難しいのではないかと私も考え、余りそういう点を制度に

というところまで強くは申し上げませんでしたけれども、一言申し上げれば、こういう業

界団体の方が動いていらっしゃるのは、日常業務の範囲よりはかなり超えていると思いま

すが、費用的には組合員の方たちが払ってくださる中で、そういうことをしておられるの

が現状ではないかと思いますので、そういう体制がとれる組織はきちんとやっていただけ

るけれども、そこまでの足腰のないような組織では、対応していただくのは難しかったの

ではないかという感じもいたします。 

  そういう意味で、かなり費用的にも御尽力いただいているのではないかと思いますので、

それぞれの、例えば今回の福島のことなどで関連業界がどういうふうに動き、どういうふ

うに御自分たちの費用を担保していったのかというようなこともきちんと記録していただ

き、今後何か事故が起こったときに、どういう指針が今回の事故には必要なのかというと

きに、それを参考にさせていただけるような状況をきちんと作っていくというのが大事な

のではないかと思います。内容的にそのくらいまで深めて、きちんと対応していただけれ

ば有り難いと思います。 

  一言コメントさせていただきました。 

（濱田部会長）ありがとうございます。 

  この点は、若林さん、あるいは馬場さんあたり、何かございますが。 

（馬場オブザーバー）我々は、業としてやっているわけではなくて、結局農家の代理としてや

っているわけでありまして、本当に掛かる経費というのは、要は請求のための電算の処理

システムとか、、パート等で電算の担当をやる方を雇わなければいけないとか、必要額を

農家から頂いているということになります。農家の代理だということであります。ただし、

電算処理など掛かり増しの経費については東電に請求しています。請求できないのは、代

理人を立てている弁護士の相談費用とかは全員で負担ということになります。今、崎田委

員が言われたことに触発されて言うと、我々は農家の代理でありまして、個々がやるべき

ことをまとめてやるということで、そういう面では、その具体的な請求基準、これはペー
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ジで言いますと、２ページの一番下の丸に書いてありますけれども、審査会が指針に基づ

いて、キーはここでいう「原子力事業者が示す賠償基準」なのです。ここでは「示す」と

言いますけれども、結局、被災農家の委任を受けて請求を取りまとめ代理する我々と東電

との間で、あるいは国や県も入ってもらって賠償基準を定めて、被災農家が納得いただか

ないと、我々も代理ができないということであるわけですので、そういう面では、この

「原子力事業者が示す賠償基準が重要である」という、ここが一番のポイントと言わざる

を得ません。指針で範囲は決まりますけど、具体的な賠償基準はどうするのだということ

は事業者と事前に詰めなければ請求できないですけれども、東電は農業のことはよく分か

らないので結局県とか国とかと相談するわけで、そこと我々とも相談して、農家の納得い

ただく具体的な請求と賠償基準、これが決まれば、別にＡＤＲに行かなくていいわけであ

ります。 

  何を言いたいかというと、国や県は、こういうところを指導してほしいという意味を込め

て、救済を前面に、被災者の立場に立って早急に事業者が示す賠償基準、ここを詰めてい

ただく国や地方公共団体の役割は重要ですということを、前段も申し上げたということで

す。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  ほかにいかがでしょうか。 

  失礼しました、市川さんお願いします。 

（市川オブザーバー）今、崎田先生からの御質問の件なのですけれども、まず福島に関しまし

ては、現在進行形中なものですから、それぞれ福島県下の商工会議所にどれだけ負担が掛

かっているかというところは、積算もまだしておりませんので今後総括が出来ましたらご

報告いたします。一方で、過去にウラン加工工場臨界事故の発災にあたり、現地の「ひた

ちなか商工会議所」では「被害等申出書取次窓口」を開設し、会員企業から「被害等申出

書」を取次いで毎日「ＪＣＯ相談窓口」に直接持参（計１８３社分）したり、製品・商品

等の安全確認証明書発行依頼に対応（計６社分）するなど商工業者の補償の取りまとめを

行った業務にかかった経費ということで、最終的に㈱ＪＣＯ宛てに事故を起因とする損害

賠償金として「約１０７万円（勝田地域）＋約４５万円（那珂湊地域）＝約１５３万円」

を請求し、受領したという経緯があります。 

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  ほかに。伊藤委員お願いします。 
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（伊藤委員）ありがとうございます。 

  実際に、その紛争解決や被害者救済になったときに、国や県が役割を果たしていくべきだ

というところは非常に賛同するところでもあるのですけれども、市町村の役割というのが、

実際に事故が起きたときには、本当にその事故の現場の回復などで非常に大変だというこ

とは分かるのですけれども、ただ、本当にその立地地域というのは、恐らく高齢者の方も

多いでしょうし、なかなか、やっぱりどこに相談に行っていいのか分からないという状況

になることが想定されると思うのです。そうしたときには、やはり市町村の役割というの

は非常に大きいのではないかなと。 

  相談に関しても、法曹有資格者、法的業務に習熟した者が当たることが適切、これももう

そのとおりなのですけれども、それに至るまでの、やはり準備といいますか、そういう部

分のクッションになるというか、そういうところも必要だと思うので、私は、ある程度市

町村も、こういう事故が起きたときに、賠償に関してどう関わっていくのかという部分は、

相当準備というのは必要なのではないか。あるいは、そのパイプをつくって橋渡しをして

いくという役割もあるので、その部分は、公的な部分ではなかなか明記することはできな

いと思うのですけれども、かなり具体的に指針を示して、準備をしていくというようなこ

とというのも必要なのではないかなというふうに思っております。 

  以上です。  

（濱田部会長）ありがとうございました。 

  まだ御意見があるかもしれませんが、ほぼ時間となりましたので、それでは、この２の項

目、それから全く議論をしておりません３．及び４．については次回会合で引き続き御議

論いただければと思います。繰り返しですが、今議論いただいている２．部分も、更に御

意見があれば、次回冒頭でお伺いしたいと思います。 

  それから、資料１０－１の部分ですね、賠償制度の基本的な枠組み、あるいは制度の在り

方関係の議論、これは一通り今日御議論いただきましたので、事務局の方で、これまでの

会合で各委員から出された意見をもとに、見直しの方向性、論点の整理を、少し必要な修

正を頂いて、それを出していただければと思っておりますが、いかがでしょうか。少し記

憶がフレッシュなうちにまとめておこうと思いますが、よろしいでしょうか。 

  それでは、今まで議論が終わったところ、特に資料１０－１のあたりについて、少しこれ

までの御意見を踏まえた修正というものをお願いできればと思います。 

  それでは、最後に事務局の方から連絡をお願いします。 
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（大島参事官）長時間にわたりありがとうございました。 

  次回、第１２回会合につきましては、日程調整が済み次第御連絡させていただきます。ま

た、お手元の資料につきまして、御希望があれば、委員の皆様方の職場に郵送させていた

だきますので、席上にそのままお残しください。 

  以上でございます。 

（濱田部会長）本日はどうもありがとうございました。 

 




